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自然再生協議会以外の自然再生の取組の整理
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自然再生推進法に基づく「自然再生協議会」の取組は、自然再生活動
の中でもフラッグシップともいうべきものであるが、次のような協議会
以外の取組における優良事例についても整理し、普及啓発に活用してい
くことが重要。

① 自然再生協議会以外の大規模な自然再生活動
 事業による地形変更等も伴う大規模な活動。
 河川、港湾、海岸等における大規模な改修検討時や改修後に地元

住民が参画して実施されている。

② 地域における小さな自然再生活動
 地元主体の小規模な活動。
 活動内容が地域における「清掃」等の活動の一環として実施され

ていることも多い。
 他方で、「環境学習」等との連携や、「調査」等の活動を行って

いることもある。
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「地域の多様な主体が連携」（第三条２項）※1

「透明性を確保」（第三条２項）※2

「科学的知見に基づいて実施」（第三条３項）※3

「監視の結果に科学的な知見を加え、これを

当該自然再生事業に反映」（第三条４項）※4

「自然環境学習の場として活用」（第三条５項）

自然再生推進法の基本理念との関係

○ 協議会以外の大規模な自然再生活動を行っている33団体について、
自然再生推進法の基本理念５項目との関係について整理。

※1 地域の多様な主体：
関係行政機関、関係地方公共団体、地域住民、特定非営利活動法人、自然環境に関し専門的知識を有する者等

※2 判断基準：ウェブサイト等における情報発信の有無
※3 判断基準：専門家の参加の有無
※4 判断基準：モニタリング調査の有無

【基本理念の５項目】

：基本理念に概ね合致していることが確認
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自然再生推進法の理念を満たす主な活動団体

団体名 実施県 事務局 自然再生活動等

石狩川自然再
生勉強会

北海道 国土交通省
◎ ワンド等の造成
○ 湿生植物の移植等

鵡川河口自然
再生事業

北海道 国土交通省

◎ 人工干潟の造成
◎ 水制工の設置
◎ サンドバイパス
○ 自然環境学習
○ 植樹会
○ 野鳥・底生生物のモニタリング

渡良瀬遊水地
湿地保全・再
生検討委員会

茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県

利根川上流河
川事務所

◎ 湿地の掘削
○ 外来種駆除
○ 環境学習会
○ モニタリング調査
○ 湿地の保全・再生

淀川水系イタ
センパラ保全
市民ネット
ワーク

大阪府

淀川水系イタ
センパラ保全
市民ネット
ワーク

◎ ワンドの創出
○ 水生生物及びその生育・生息地の調査
○ 外来種の防除
○ 普及啓発
○ イタセンパラの野生復帰に関連する事業
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法定協議会以外の大規模な活動団体①

1 夕張川自然再生協議会 北海道

2 標津川流域懇談会 北海道

3 標津川技術検討委員会 北海道

4 石狩川自然再生勉強会 北海道

5 石狩川下流河岸検討会 北海道

6 鵡川河口自然再生事業 北海道

7 岩木川河川整備委員会 青森県

8 馬淵川水系河川整備学識者懇談会 岩手県、青森県

9 湯田ダムビジョン推進協議会 岩手県

10 赤川自然再生事業 山形県

11 魚野川水辺プラザのあり方を考える懇談会 新潟県

12 信濃川中流域水環境改善検討協議会 長野県、新潟県

13 鬼怒川河道再生検討委員会 栃木県

14 利根川下流における人と自然が調和する川づくり委員会 茨城県、千葉県

15 渡良瀬遊水地湿地保全・再生検討委員会
茨城県、栃木県、
群馬県、埼玉県

16 渡良瀬遊水地湿地保全・再生モニタリング委員会 埼玉県
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17 堅磐事業検討委員会 茨城県

18 柿田川自然再生検討会 静岡県

19 天竜川天然資源再生推進委員会 静岡県

20 矢作川自然再生計画勉強会 愛知県

21 木曽三川下流域自然再生検討会 三重県

22 大阪湾再生推進会議 大阪府

23 大阪湾環境再生連絡会 大阪府

24 淀川水系イタセンパラ保全市民ネットワーク 大阪府

25 淀川環境委員会 大阪府

26 揖保川水系魚がのぼりやすい川づくり委員会 兵庫県

27 三川分派地区環境整備計画検討委員会 兵庫県

28 円山川水系自然再生推進委員会 兵庫県

29 小田川柳井原地区川づくり検討協議会 岡山県

30 重信川の自然をはぐくむ会 愛媛県

31 菊池川下流地区自然再生委員会 熊本県

32 比屋根湿地・泡瀬地区海岸環境改善推進協議会 沖縄県

33 慶佐次川自然環境再生協議会 沖縄県

法定協議会以外の大規模な活動団体②
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